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要旨：既存の補強ブロック造建築物の耐震性能評価に利用することを念頭に，せん断破壊型の耐力壁におけ

る直交壁の影響について検討するため，壁厚の約 3 倍，9 倍の長さをもつ直交壁付き耐力壁試験体の水平加力

実験を行った。その結果，直交壁付き試験体のせん断終局強度は等価厚さと壁厚の 6 倍の範囲内の直交壁縦

筋のどちらか一方を考慮した計算値により，耐力壁のみ試験体と同等の精度で評価された。また，履歴ルー

プの性状は曲げ破壊型試験体同様，除荷時剛性低下指数を 0.7程度としたTakedaモデルにより概ね近似でき，

直交壁の有無による違いは見られなかった。 
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1. はじめに 

鉄筋の入った空洞部のみにコンクリートを充填する

タイプの補強コンクリートブロック造（以下，補強ブロ

ック造）の建築物は 1960～1970 年代を中心として全国

各地に数多く建設されており，近年その耐震性能の評価

が求められるケースが増えている。 

本構造については，直交壁が耐力壁の耐震性能に及ぼ

す効果が部材実験により確認されていないことから，筆

者らは既報 1)でせん断破壊型の耐力壁に対して実験を行

い，壁厚の約 6 倍までの長さをもつ直交壁が耐力壁の剛

性と強度に及ぼす影響について検討した。また，既報 2)

では曲げ破壊型の耐力壁を対象に，同様の検討を行うと

ともに，履歴ループの性状に及ぼす影響とそのモデル化

について検討した。本論では，壁厚の約 9 倍の長さをも

つ直交壁（片側ブロック列数 3 列）が取り付いた耐力壁

を含むせん断破壊型試験体 3 体の実験を行い，直交壁が

耐力壁の剛性と強度に及ぼす影響について検討するとと

もに，既報 2)と同様の方法により履歴ループの性状につ

いて検討する。 

 

2. 試験体 

 図－1 に直交壁の片側長さをブロック 3 列とした試験

体の形状・寸法および配筋詳細を示し，表－1 に試験体

一覧を示す。試験体は，日本建築学会の補強ブロック造

設計規準の 1964 年版 3)を参考にして設計した。試験体の

サイズは実大の約 1/2 スケールとし，空洞コンクリート

ブロック（以下，ブロック）も厚さ 150mm のタイプを

1/2 に縮小したもの（長さ ☓194mm 高さ ☓94mm 厚さ

75mm）を製作し用いた。ブロックは当時の C 種ブロッ

ク 4)（現行の B 種ブロック 5)に概ね相当）の圧縮強度を

目標として配合設計した。耐力壁（水平加力方向の壁）

には，端部曲げ補強筋に 9を 1 本，中間縦筋に 5を

200mm 間隔，水平補強筋として 5を 300mm 間隔で配筋

した。なお，直交壁では中間縦筋と水平補強筋は耐力壁

と同様の配筋とし，端部縦筋は連続する直交壁から切り

出した部分を想定し 5を 1 本使用している。 

実験変数として直交壁の有無，直交壁の長さ（列数）

を採用した。試験体名は文献 1)と同様のルールでつけ，

既報 2)に引き続き本論の実験シリーズを e シリーズとし，

試験体名の末尾に e をつけている。 

表－2 に使用した材料の力学的性質を示す。 

*1 大分大学大学院 工学研究科福祉環境工学建築学コース (学生会員) 

*2 大分大学 理工学部創生工学科建築学コース教授 博士(工学) (正会員) 

*3 大分大学 理工学部創生工学科建築学コース教授 工博 (フェロー会員) 

     

図－1 試験体形状・寸法・配筋詳細 
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3. 実験方法 

本実験に用いた加力装置を図－2 に示す。試験体の基

礎は PC 鋼棒を用いて反力床に固定し，試験体の上部臥

梁は高力ボルトにより加力ビームに緊結した。鉛直方向

の油圧ジャッキにより表－1 に示した一定鉛直軸力を載

荷した状態で，壁の中央高さに設置した水平方向の複動

油圧ジャッキにより変位漸増の正負繰返し加力を行った。 

 

4. 実験結果および考察 

4.1 荷重変形関係とひび割れ性状 

水平荷重 Q と層間変形角 R の関係を図－3 に，実験終

了時のひび割れ状況を図－4 に，表－3 に実験値と計算

値の一覧を示す。図－3 の右側の縦軸は Q を加力方向の

耐力壁の水平断面積で除した平均せん断応力度  を示

す。表－3 の曲げ終局強度時せん断力 Qmu は文献 6)の算

定式で直交壁の縦筋を考慮して求めた。すべり耐力 Qslは

文献 7)のすべり耐力式によって求めた。以下に各試験体

の実験経過を示す。 

(a) 試験体 Ie 

 正・負加力両側で R＝±0.05×10-2rad 時に，最上段ブロ

ック下の横目地に沿ってひび割れが発生した。その後，

R＝±0.1×10-2rad 時に，このひび割れが北側から南側へ抜

け，最大耐力を計測した。このとき水平補強筋の降伏は

見られなかった。正加力側で R＝0.2×10-2rad 時に，壁体

上部中央から壁体南側端部中央にひび割れが抜けた。水

平変位が増大するに従って，最上段ブロック下の横目地

のすべりが支配的となったが，荷重の急激な低下は見ら

れなかった。その後，壁体上部の端部コンクリートとブ

ロックの損傷が激しくなり，徐々に荷重が低下していき

すべり破壊した。 

(b) 試験体 H1e 

 正・負加力両側で R＝±0.1×10-2rad 時に，対角線状のひ

び割れが発生した。その後，負加力側では R＝-0.2×10-2rad

時，正加力側では R＝0.3×10-2rad 時に対角線状のひび割

れが抜け，最大耐力を計測した。また，R＝0.3～0.5×   

10-2rad 時に，水平補強筋がすべて降伏した。その後，壁

体全体にひび割れが発生・伸展するとともに耐力が低下

し，せん断破壊した。直交壁では R＝±0.1×10-2rad で横目

地に沿った部分でひび割れが発生した後，東西面にひび

割れが抜けた。 

(c) 試験体 H3e 

正・負加力両側で R＝±0.10×10-2rad 時に対角線状にひ

び割れが発生した。次に，負加力側で R＝-0.3×10-2rad 時，

正加力側で R＝0.4×10-2rad 時に最大耐力を計測した。そ

図－2 加力装置 
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表－2 使用材料の力学的性質 
a) ブロック，モルタル，組積試験体

およびコンクリート 

b)  鉄筋 

種類
断面積

（mm
2
）

引張
強度

（MPa）

破断
伸び
（%）

ヤング
係数

（GPa）

5 19.5 643 *1 674 7 218

 58.2 402 503 29 209

*1　0.2%オフセット法により求めた耐力

降伏点
強度

（MPa）

圧縮

　強度*2

（MPa）

ヤング
係数
（GPa）

圧縮
強度
（MPa）

ヤング
係数
（GPa）

Ie 8.5 9.57 20.1 21.8
H1e 10.1 9.39 21.2 19.2
H3e 10.0 9.37 23.0 20.2

*1　基本形ブロック

*3　基本形ブロックを目地モルタルを用いて3段に組積したもの

   *2　全断面圧縮強度

壁端部
コンクリート

試験
体名
(HW-)

目地・充填
モルタル
圧縮強度
（MPa）

組積試験体*3

28.1

空洞

　ブロック

圧縮

　強度*1,*2

（MPa）

10.4

表－1 試験体一覧 

試験体名(HW-) Ie H1e H3e

軸力 N （kN）

軸方向応力度
N /A （MPa）

0.49 0.26 0.15

組積体圧縮強度

m（MPa）
8.5 10.1 10.0

 端部曲げ補強筋

 中間縦筋

 水平補強筋

直交壁長さ（mm） 577 1381

試験体形状
（水平断面）

42.0

1-9

5@200

5@300

備考）A：直交壁を含む壁の全断面積
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の後，すべての水平補強筋が降伏し，水平変位の増大に

ともない，壁体全体にひび割れが発生，伸展した後，壁

体の損傷が激しくなり，耐力が低下しせん断破壊した。

直交壁に関しては，正・負加力両側で R＝±0.15×10-2rad 時

に脚部に横目地に沿ったひび割れが発生した。その後，

直交壁全体に横目地に沿うひび割れが発生し東西に抜け

た。 

4.2 初期剛性 

図－5 に初期剛性 K の実験値と計算値の関係を示す。

計算値は式(1)により算定した。 
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ここに，Emは組積体のヤング係数，Ieは組積体を基準と

し，コンクリート，鉄筋それぞれをヤング係数比倍し評

価した断面 2 次モーメントである。Gm=Em/{2（1+）}で，

ポアソン比= 0.18)とした。A は直交壁を含む壁の全断面

積である。はせん断変形に関する形状係数で，平均せ

ん断応力度を使って計算した全断面のせん断ひずみエネ

ルギーに対する断面内のせん断応力度の分布に従って計

算したせん断ひずみエネルギーの比として求めた 9)。図

－5 より，初期剛性の実験値は直交壁が取り付くことに

より大きくなっている。また，計算値は実験値と概ね一

致していることがわかる。 

4.3 せん断ひび割れ強度 

全試験体でせん断ひび割れが曲げひび割れに先行し

て発生したので，せん断ひび割れ強度 Qsc について検討

する。計算値は式(2)により算定した。 

Case S1*1 Case S2*2 Case S3*3 Case S4*4 Case S5*5

正 61.5 84.5 53.7 72.5
負 -81.0 〔1.54〕 〔0.88〕
正 78.5 87.0 57.9 63.5 73.4
負 -73.5 -80.0 〔1.44〕 〔1.31〕 〔1.14〕
正 85.5 98.0 57.7 67.4 73.1 86.0 91.0
負 -84.0 -95.0 〔1.67〕 〔1.43〕 〔1.32〕 〔1.12〕 〔1.06〕

*1　耐力壁のみで計算 *4　t e=1.5t，直交壁の壁厚の6倍までの長さの範囲内の直交壁内の縦筋を考慮

*2　t e=t，直交壁の壁厚の6倍までの長さの範囲内の直交壁内の縦筋を考慮 *5　t e=1.5t，直交壁内のすべての縦筋を考慮

*3　t e=1.5t，直交壁内の縦筋を考慮しない *6
注：〔　〕内の数値は最大荷重実験値（平均値）の終局強度計算値に対する比
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図－3 水平荷重 Q と層間変形角 R の関係 

図－4 実験終了時のひび割れ状況（西面） 
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     (2) 

 

ここに，t は組積体の引張強度で，既往の実験式を補正

した式 1で評価した。0は軸方向応力度，t は壁厚，I は

断面 2 次モーメント，S は最大せん断応力度に対応させ

るため直交壁を含む耐力壁の 1/2 断面の中央に関する 1

次モーメントとした。 

 図－6 に Qsc の実験値と計算値の関係を示す。Qsc の実

験値は直交壁が取り付くことにより大きくなっている。

また，式(2)による計算値は実験値に対して 0.79～0.89 倍

となり，直交壁が取り付いた試験体を耐力壁のみ試験体

と概ね同等の精度で評価していることがわかる。 

4.4 せん断終局強度 

 本論の試験体は直交壁付き試験体 H1e，H3e ではせん

断破壊したが，耐力壁のみ試験体 Ie はすべり破壊したた

め，耐力壁のみ試験体については試験体 Ie と同条件であ

り，せん断破壊した文献 1)の試験体 Ia を用いて，せん断

終局強度の計算値 Qsu による最大荷重の実験値の評価精

度について検討する。Qsu は，全充填型の型枠コンクリー

トブロック造の算定式 10)である式(3)による。 

 jtp

dh
pkQ

emyhh

mteusu


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 (3) 

ここに，は設計用のせん断強度低減係数で，本論では

実験値の評価を行うため 1.0 とする。pte は耐力壁の曲げ

補強筋比に関する数値で，pte＝100･at /( te･d )である。at

は図-1 に示す耐力壁の端部曲げ補強筋の断面積に加え

て，直交壁内の縦筋の断面積を以下の検討ケースに応じ

て考慮する。teは直交壁の有効な範囲（直交壁厚さの 6 倍

の長さの範囲）を加算した耐力壁の断面積を耐力壁の壁

長で除した等価厚さである。ただし，te≦1.5t（t：耐力壁

の厚さ）とする。0は軸方向応力度である。その他の記

号の意味は原典 10)を参照されたい。 

 本論では，式(3)の適用にあたり，直交壁内の縦筋と te

のそれぞれに対する考慮の有無を組み合わせた 5 つのケ

ース（表－3 参照）を設定し，それぞれの適合性を検討

することとした。なお，te は本論で検討している試験体

では te=1.5t となる。 

 図－7 に最大荷重の実験値 Qmaxの正負加力平均値とせ

ん断終局強度の計算値 Qsu の関係を示す。既報 1）の耐力

壁のみ試験体 Ia の Qmax に対する Qsu の比は 0.781）であ

り，計算値は実験値を過小評価しているため直交壁付き

試験体の推定精度を評価する際，この推定精度を基準に

する。直交壁付き試験体では te=1.5t，直交壁内のすべて

の縦筋を考慮した Case S5 と，te=1.5t，直交壁の壁厚の 6

倍までの長さの範囲内の直交壁内の縦筋を考慮した

Case S4 では計算値が実験値を過大評価することはなか

ったが，試験体 Ia の推定精度に対しては過大評価してい

る。また，te=t とし，直交壁の壁厚の 6 倍までの長さの

範囲内の直交壁内の縦筋を考慮した Case S2，te=1.5t，直

交壁内の縦筋を考慮しない Case S3 では，直交壁付き試

験体 2 体の計算値 Qsu は試験体 Ia の推定精度と同等の評

価となった。 

4.5 履歴ループの性状 

西田らは文献 11)の中で，コンクリートブロック造壁

体を鉄筋コンクリート造柱・梁フレームで拘束した複合

組積造の Q-R 履歴ループの性状を，文献 12)のスケルト

ンカーブと文献 13)の履歴ルール（Takeda モデル）に基

づいて評価する方法を示している。本節では，この方法

を引用し，本論試験体の Q-R 履歴ループの性状について

検討する。 

図－8 に復元力の模式図を示す。文献 12)のスケルトン

カーブは点 O-A-B-C を結ぶ 3 折線である。ここで，A 点

は微細なひび割れが発生する点，B 点は明確なひび割れ

が発生し剛性低下が顕著になる点，C 点は最大耐力点と

定義されている。なお，A 点の強度の評価法は提案され

ていない。これに基づき，文献 11)では点 O-B-C と C 点

図－6 Qscの実験値と計算値の関係 図－7 Qmaxと Qsuの関係 図－5 初期剛性 K の 
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以降の剛性を含めた 3 折線を用いており，本論でも同様

のスケルトンカーブを用いた。以下に各剛性の算定式を示す。 

h

AGAG
K mmcc

2.1

26.039.0
1

 
   (4) 

12 aKK      (5) 

ここに，Gcはコンクリートのせん断弾性係数，Acは壁体

端部コンクリートの断面積，Gmはブロック壁体部分のせ

ん断弾性係数（= 0.4Em），Amは直交壁を除くブロック壁

体部分の断面積である。また，式(5)の a は原典 11)では

0.14 であるが，実験結果を近似する数値として 0.07 を用

いた。また，K3については，原典 11)同様，K3 = -0.3K1と

した。 

点 B の強度については，式(2)でも概ね評価可能である

が，スケルトンカーブを実験結果により近似させること

を方針とし，初せん断ひび割れ荷重の正負実験値の平均

値を用いた。点 C についても同様の理由で正負加力実験

値の平均値を用いた。 

次に，履歴ルールは Takeda モデル 13)を適用し，除荷時

剛性 Krは文献 11)の次式によった。これは，点 O-B-C の

3 折線は初曲げひび割れを考慮していないことから，点

B を通常の降伏点と読み替え，K1と関連付けられたもの

である。 














BBB

B
r K

Q
K 1   (6) 

ここに，は除荷時剛性低下指数である。 

以上により算定した Q-R 履歴ループのモデルを図－9

に示す。ここで，式(6)の除荷時剛性低下指数は 0.7 と

している。図より，本モデルは図－3 の実験結果に概ね

近似していると考えられる。 

次に，図－10 に等価粘性減衰定数 heqの実験値を示す。

この実験値は変位漸増のループで評価しており，載荷域で

荷重低下があると数値が大きくなる傾向がある。図中の曲

線は，図－9 のモデル（除荷時剛性低下指数 = 0.7 の場

合）による計算値であり，比較のため = 0.6，0.8 の場合

についても示している。ここで，heqの計算値は，B 点を通

常の降伏点と読み替えた文献 11)の方法に従い，図－8 に

おける点 B-C 間の変位B で折返すループの heq は式(7)で，

点 C 以降の変位Cで折返すループの heq は式(8)でそれぞ

れ評価した。 

 











 





11
1

1
eqh    (7) 

   
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






 





11
1

1
eqh   (8) 

 ここに， = /B， = c /B， = K2/K1，' = K3/K1であ

る。図－10 より，直交壁付きの試験体の heqの実験値は，

R＝0.5×10-2rad 時までは 0.1～0.15 で安定しており，耐力

壁のみの試験体のそれとあまり違いはないことがわかる。

また，式(7)，(8)による計算値が定常ループの heq である

ことを考慮すると，Takeda モデルにおいて除荷時剛性低

下指数 = 0.7 程度とする方が最大荷重付近の heqを概ね

評価できると考えられる。なお，耐力壁のみ試験体 Ia の

heq の計算値が他 2 体と比べて低くなっている理由とし

て，材料実験で得られた組積試験体のヤング係数 Em が

低かったことがあげられる。このように，既報 2)の曲げ

破壊型試験体と同様にせん断破壊型試験体においても履

歴性状は Takeda モデルで表現できることがわかった。ま

た，引用した複合組積造のせん断破壊型試験体 11)と比較

すると，複合組積造ではは 0.6 程度が良いとされ，構

造の違いによりの数値に違いがみられた。 図－8 復元力の模式図 
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図－9 Q－R 履歴ループのモデル（除荷時剛性低下指数＝0.7 の場合） 
a)  試験体 Ia  b)  試験体 H1e c)  試験体 H3e 
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5. まとめ 

本論では，壁厚の約 3 倍，9 倍の長さの直交壁が取り

付いたせん断破壊型の耐力壁における直交壁の影響につ

いて実験的に検討を行うとともに履歴ループの性状につ

いても検討を行った。得られた結果を以下にまとめて示

す。 

1） 初期剛性の実験値は直交壁が取り付くことにより

大きくなった。計算値は実験値と概ね一致した。 

2） せん断ひび割れ強度の実験値は直交壁が取り付く

ことにより大きくなった。直交壁が取り付いた試験

体の計算値は耐力壁のみ試験体と概ね同等の精度

で評価した。 

3） 直交壁付き試験体のせん断終局強度は，等価厚さと

直交壁内の縦筋を考慮した Case S4，S5 の計算値で

は実験値を過大評価することはなかったが，耐力壁

のみ試験体 Ia の推定精度に対しては過大評価とな

った。また，等価厚さと直交壁内縦筋のどちらか一

方を考慮した Case S2，S3 では，直交壁付き試験体

2 体の計算値は耐力壁のみ試験体 Ia の推定精度と概

ね同等の精度で評価をした。 

4） 履歴ループの性状は曲げ破壊型試験体同様，除荷時

剛性低下指数を 0.7 程度とした Takeda モデルにより

概ね近似でき，直交壁の有無による違いはあまり見

られなかった。 
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図－10 等価粘性減衰定数 heq の実験値と計算値 
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